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JALに対する運航乗務員・客室乗務員の解雇撤回闘争は、この年末で満5年、来春には6年目に入ろうとしています。
　東京地高裁では管財人無謬論（裁判所が選出した管財人、裁判所が認可した更生計画に誤りはありえない論）に依拠した不当判決が出され、続く最高裁では、2015年2月、最高裁自らが判断を放棄する上告棄却決定により、原告団の法廷闘争は終結を迎えました。
　もとより法廷闘争は運動の大きな柱のひとつではありましたが、原告団の闘志や団結が衰えることはなく、その粘り強い闘いの中で、問題解決に結びつけられるいくつかの前進が確認されています。
　
原告団は、最高裁決定後に重要な進展があったとして、9月5日、ILOに追加情報提供を行いました。また最高裁決定直後の2月と10月に、ILOへ訪問団を派遣し、懇談を通じて情勢の変化と今後の方向性をILOと共有し、今後の更なる支援への手応え、更には運動への貴重な助言も得て来ました。
　言うまでもなくILO是正勧告は日本政府に対して発せられたものなので、原告団はこれまで出されたILOの二つの是正勧告を携え、ILO議員連盟所属の国会議員や、国土交通委員会・厚労委員会の委員の国会議員へのオルグを重ね、国会の各委員会での質疑を複数回、実現させてきました。　
国会議員からの質疑に応えた国交・厚労大臣も2桁に迫る数になりつつありますが、特に2015年3月および4月の、塩崎厚労大臣答弁は、「基本は労使で話し合いをすることが大事で、JALをお辞めになった方々との間に話し合い、やり取りが行われていると聞いているが、注視してゆく」というもので、ここに日本政府の変化が読み取れます。　　　
この塩崎発言には、以下の特徴が挙げられる。ひとつは、解雇された原告との話し合いを含めて、解決に向けた労使交渉が行われるべきことが政府見解として表明されていること。いまひとつは、この大臣の発言内容が今まで出されてきたILO勧告の内容とほぼ同じであること。そして、ここまではっきりとILO勧告に従った発言がなされたのは初めてであること。すなわち、政府としてもILO勧告を無視出来ない段階に入ったという判断に至っている、という事が読み取れたのです。
　法的な解決の道が閉ざされてしまった現在、原告らの職場復帰は、（原告も含む）労使間の話し合いによる解決がその着地点となりますが、経営側は、現実問題としては、職場復帰に向けた協議・交渉を拒否し続け、定例の労組闘争期における団体交渉や株主総会では、「被解雇者を職場に戻す考えはない。」と公表しています。しかしその一方で、労組からの質問には、「争議は早く解決したい」「ILO勧告に関しては、当局からの要請があれば誠実に対応したい。」と応えています。

　これらのILO勧告に関わる当事者らの変化に加えて、情勢を大きく変えたのが、解雇強行までの過程で管財人代理人らが行った労組への発言を不当労働行為と断罪した、東京高裁判決（2015年6月18日）です。
　東京地高裁が不当判決の拠り所とした管財人無謬論が完全に覆されたことで、解雇撤回裁判の各判決の誤りが、都労働委員会はもとより、同じ東京地高裁でも明らかにされたことになります。
　不当労働行為を受けた2労組は、本年末闘争期間中、解雇回避のためのスト権行使に対する管財人代理人からの恫喝発言以降、正常な交渉・協議が保障されないままに解雇が強行されたとして、経営側に対して、被解雇者の処遇に関する真摯な姿勢をこれまで以上に強く求めて行くことを表明しています。
　
　ILOは、一度出した勧告に対してはその問題が解決するまで監視し続け、必要な措置も講じるということを、この事案に限らず公表しています。
　そして本事案についてILOは、「最高裁の決定は、決定までの3か月という期間を見ても、単に最高裁として審議するかどうかを決めた手順の決定）に過ぎない」「破たんした企業の人員削減という、日本全体に影響を及ぼす重大な案件について、司法として最終判断を回避してしまった、この点は重大だ」として、「最高裁の決定があったとしても解雇は何ら解決していない」「解雇された者が救済され、解決しなければ何の意味もない」という姿勢を表明しています。
　また重ねて、「たとえその国の裁判所が下した判断であったとしても、国際基準から逸脱している限り、その企業はILOの監視下に置かれ続け、解決するまでILOの支援は継続される」「「これでILOが問題解決の基本としている社会的対話で問題を解決するフェイズに入った」としています。

　以上述べてきたように、最高裁決定以降の進展を踏まえて原告団は、支援団体や個人の方々からの大きな支援も得ながら、解決への具体的な労使協議の実現に向けての、これまで以上に力を集中する運動を展開しています。
　毎月行っているJAL本社要請や全国一斉街頭宣伝行動に加え、本年9月には厚労省と共にILO勧告履行の当該部署となる国交省への3日間の要請・座り込み、10月にはJAL社長宅至近の駅頭宣伝・パレードを実施し、また11月には5日間のJAL本社要請・座り込みと舞浜駅党宣伝、12月には再び国交省要請と5日間の座り込みを行う予定です。
　ILOも3次勧告を発する構えでいることが伝わって来ており、原告団自身も、実質協議への態勢を整え直す時期を迎えていると言えます。
　指名解雇が容認される社会への先鞭をつける事件とさせないため、そしてまた唯一航空の安全安心を担保できる、物申す労組への攻撃を絶対に許さないためにも、勝たなければならない事件の当事者として、今後のより一層の奮闘の決意を表明するとともに、引き続きのご支援を仰ぎたいと思っています。

